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島根県

島根県のプロフィール

１

●面積 ６，７０８ｋ㎡【 全国第19位 】

・東西に長く、特に海岸線は １,０００㎞以上

・隠岐の島、宍道湖・中海など豊かな自然を有する

●県内総生産(名目) ２兆３，３３６億円【 全国第45位 】

●１人当たり県民所得 ２，２６５千円【全国第38位】

●人口 ７１７千人【 全国第46位 】

・全国第２位の高齢化県（老年人口割合28.9％）

・合計特殊出生率は １．６１で全国第５位（H23）



島根県

島根県財政の状況



島根県

２３年度普通会計の決算収支と主な財政指標
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２２年度決算 ２３年度決算

 歳 入 総 額 5,669億円 5,517億円

 歳 出 総 額 5,471億円 5,356億円

 形 式 収 支 198億円 161億円

 翌年度繰越財源 155億円 108億円

 実 質 収 支 43億円 53億円

 実質単年度収支 134億円 84億円

 県 債 残 高 10,074億円 9,945億円

 基 金 残 高 769億円 654億円

うち減債・財政調整基金 233億円 234億円

 財 政 力 指 数 0.23630     0.22923     

 経常収支比率 89.3%     89.7%     

実質赤字比率 該当なし 該当なし

連結実質赤字比率 該当なし 該当なし

実質公債費比率 17.0%     16.0%     

将来負担比率 187.0%     183.4%     
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県税

627

11%
繰入金

257

5%

諸収入

784

14%

繰越金ほか

278

5%

地方交付税

1,842

33%

国庫支出金

863

16%

地方譲与税等

126

2%

県債

740

14%

歳入
５,５１７

)１００(

人件費

1,167

22%

公債費

1,009

19%

扶助費

106

2%

普通建設

事業費

1,163

22%

災害復旧

事業費

13

0%

物件費

補助費等

952

18%

貸付金

705

13%

その他

241

4%

依存財源
(65%)

自主財源
(35%)

歳出
５，３５６

)１００(

義務的経費
(43%)

投資的経費
(22%)

その他経費
(35%)

２３年度普通会計決算の歳入・歳出

実質収支５３億円＝歳入５，５１７億円－(歳出５，３５６億円＋翌年繰越財源１０８億円)

（単位：億円）
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1,102 1,091
1,376 1,480 1,512 1,640 1,698 1,771 1,822

2,079 2,034
1,857 1,814 1,870 1,805 1,748 1,794 1,810 1,840 1,716 

1,896 1,890 1,946

3,516 3,611

3,767
4,044

4,518
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4,357 4,277
4,493
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4,822

4,422
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3,830
3,593 3,411 3,452 

3,969 
3,779 3,5714,618 4,702

5,143
5,524

6,030
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6,315

7,129 7,281
6,990 7,000

6,692
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5,865 
5,669 5,517
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自主財源 依存財源 計 地方税収入(右軸)

(億円) (億円)(億円) (億円)

歳入決算額の推移（普通会計決算）

２３年度は、地方交付税と臨時財政対策債の合計額の微減、国の経済対策の減等に伴う国庫

支出金や県債の減等により歳入総額は減少

（対前年比:島根県▲2.7％、全国＋4.2％（うち東日本大震災除き▲3.7％））

･国庫支出金の減（対前年比:島根県▲10.3％、全国＋24.7％（うち東日本大震災除き▲9.4％））

･県債の減（対前年比：島根県▲21.3％、全国▲10.1％（うち東日本大震災除き▲12.4％）)

4



島根県

1,909 1,787 1,885
2,213 2,364 2,407 2,469 2,430 2,616

3,101 3,190
2,761 2,767

2,412
1,998 1,820 1,649 1,357 1,301 1,186 1 ,329 1 ,316 1,176

1,723 1,789 1,869
1,943

2,319 2,426 2,040 2,136
2,180

2,248
2,383

2,431 2,511
2,595

2,511
2,459

2,407
2,404 2,363 2,369 2 ,307 2 ,370

2,283

936 1,084
1,361

1,319

1,239
1,268

1,330 1,298
1,339

1,576
1,566

1,604 1,533
1,511

1,552
1,516

1,442
1,498 1,478 1,516

2,115 1,785
1,897

4,568 4,660

5,115
5,475

5,922 6,101 5,839 5,864
6,135

6,925 7,139 6,796 6,811
6,518

6,061
5,795

5,498
5,259 5,142 5,071

5,751
5,471

5,356
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投資的経費 その他経費 系列3

投資的経費

Ｈ２３／Ｈ１１＝３７％

歳出抑制

Ｈ２３／Ｈ１１＝７５％

義務的経費

(億円)

歳出規模の推移（普通会計決算）

・２１～２３年度は経済対策の実施により２０年度比増加したが、１１年度の約７５％に歳

出規模を抑制（全国対１１年度比：約９４％（東日本大震災除き約８７％））

・また、投資的経費は１１年度の１／２以下に削減
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［特徴①］実質公債費比率

・２３年度決算においては、３ヵ年平均（H21～H23）で 16.0％
・県債発行額の抑制などこれまでの取組により、１７年度の算定開始以降最低値となった
・全国順位は３１位で、前年度の３９位から上昇

6

実質公債費比率

（３ヵ年平均） ２１年度 ２２年度 ２３年度

　　実質公債費比率 16.0% 16.9% 17.6% 13.7% 25.0% 35.0%

公債費 14.0% 14.7% 15.7% 11.9%

公債費に準ずる経費 2.0% 2.2% 1.9% 1.8%

減債基金積立不足に対する加算 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

区　　分
早期

健全化
基準

財政
再生
基準

・なお、島根県では、実質公債費比率の算定における満期一括方式の地方債積立ルール
（毎年度の積立額を発行額の30分の1と設定）以上に減債基金への積立を行っている
ため、減債基金積立不足は生じていない



島根県

（単位：百万円）

算 定 額 構 成 比

 一般会計等の地方債現在高 1,025,200 83.0%

 債務負担行為に基づく支出予定額 10,572 0.9%

 公営企業会計の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 31,185 2.5%

 組合等の地方債残高に係る一般会計等負担見込額 4,528 0.4%

 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 134,777 10.9%

 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 28,538 2.3%

 連結実質赤字額 0 0.0%

 組合等の償還に充当可能な基金 0 0.0%

 小　　計 1,234,800 100.0%

▲ 73,356

▲ 13,810

▲ 739,149

283,882

▲ 61,169

183.4%
早期健全化基準

400.0%
※「地方債現在高」には、満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を含む。

※「地方債への充当可能な基金」には、法令設置のもの、国庫金返還が生じるものなど、一部対象から除かれるものがある。

 元利償還金等に係る基準財政需要額算入額

将来負担比率 算定額　(Ａ)/(Ｂ)×100

項　　　目

分  子
(Ａ)

将
来
負
担
額

 地方債の償還に充当可能な基金

 地方債の充当可能な特定の歳入

 地方債の償還に係る基準財政需要額算入見込額

分  母
(Ｂ)

 標準財政規模

［特徴②］将来負担比率

・２３年度は、全国平均217.5％に対し、島根県は 183.4％（対前年度▲3.6ﾎﾟｲﾝﾄ）

・全国順位は１０位となり前年度の１２位から上昇

・地方債現在高の標準財政規模に対する倍率は3.6倍で、全国で１６番目の高水準となるが、

償還について充当可能な基金残高及び基準財政需要額(交付税)算入見込額をふまえた

実質的な負担は全国平均を大きく下まわる

7
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[特徴③]実質公債費比率・将来負担比率全国比較

・借換債発行中止の取組により、将来的な負担を軽減している

実質公債費比率：17.9%→16.0%（H17→H23） 将来負担比率：227.9%→183.4%（H19→H23）

890.0

140.0

190.0

240.0

290.0

340.0

7.0 9.0 11.0 13.0 15.0 17.0 19.0 21.0 23.0 25.0

島根県
実質公債費比率 １６．０％

将 来 負 担 比 率 １８３．４％

（実質公債費比率）

（将来負担比率）

将来負担比率全国平均：２１７．５％

実質公債費比率全国平均：１３.９％

実質公債費比率と将来負担比率の散布図(道府県) ※東京都を除く

(H22)
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県債発行額 公債費

(億円)

［特徴④］県債発行額及び公債費

・２３年度決算において、１７年度以降７年連続で公債費以下に発行額を抑制

【発行額 740億円 ＜ 公債費1,009億円（元金869億円、利子140億円）】

9



島根県
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臨時財政対策債 通常債

(億円)

通常債のピーク

県債残高のピーク

［臨時財政対策債］

　地方交付税の振替として発行する地方債。

　後年度元利償還金の全額が地方交付税措置される。

［特徴⑤］県債残高

10

・普通会計全体の県債残高は、１７年度をピークに減少に転じている

・地方交付税で100％措置される臨時財政対策債を除いた県債残高は１４年度

をピークに減少
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■実質的な負担部分は３割強 ■地方債残高減少率は全国平均以上

（※臨時財政対策債除き、本県試算）

［残　高］
9,945億円

実質的な負担部分 3,106

交付税等で
措置される部分 4,174

臨時財政対策債 2,665

69％

31％
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島根県 全国平均 市場公募

団体平均

※14年度末残高を100とした場合

※満期一括償還地方債に係る減債基金積立額を除く。

(億円)

(億円)

(億円)

［特徴⑥］県債残高（その２）

・県債残高９，９４５億円のうち、実質的な負担部分は３割強

・地方債残高減少率は全国平均以上
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（単位：百万円）

固定資産 12,492 5,923 47,591 69 33,441
有形固定資産 11,303 5,914 47,241 0 33,412
無形固定資産 719 9 350 29
投資 470 69 0

宅地造成 1,904
完成宅地 1,039
未成宅地 864

流動資産 886 1,736 854 72 12,507
現金及び預金 671 1,719 663 70 9,183
未収金 194 16 178 2 3,200
貯蔵品 21 1 13 125

繰延勘定 882
資産合計 13,378 7,658 48,444 2,045 46,830

固定負債 358 1,660 874 1,675 911
他会計借入金 1,551 472 1,673
引当金 358 109 402 2 82
その他 829

流動負債 91 29 136 17 2,622
未払金及び未払費用 89 29 134 17 2,522
その他 2 0 2 100

負債合計 448 1,689 1,010 1,692 3,532
資本金 9,361 2,510 30,127 304 56,405

自己資本金 5,238 398 17,185 304 23,464
借入資本金 4,123 2,112 12,942 32,941

剰余金 3,568 3,460 17,307 49 ▲ 13,108
資本剰余金 3,353 4,052 17,170 30 3,022
利益剰余金 216 ▲ 593 137 19 ▲ 16,130

資本合計 12,929 5,970 47,435 353 43,297
(注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げ額と合計が一致しない場合がある。

宅地造成 病院項　　　目 電気 工業用水 水道

公営企業（法適用事業）の状況

・電気、工業用水道、水道、宅地造成及び病院事業それぞれ５つの企業会計を設置し運営

・なお、いずれの会計も資金不足は生じていないため、資金不足比率(※)は該当なし

12

【貸借対照表（23年度決算）】

(※)資金不足比率：

資金の不足額／事業の規模

資金の不足額（法適用企業）

流動負債－流動資産
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公営企業（法適用事業）の状況（その２）

13

【２３年度決算の状況】

（単位：百万円）

収入(Ａ) 支出（Ｂ） 差引（Ａ－Ｂ） 収入(Ｃ) 支出（Ｄ） 差引（Ｃ－Ｄ）

電気事業
水力発電所13カ所と風力発電所2カ所が
稼働中（Ｈ23は約1.9億kWhを供給）

1,652 1,570 82 186 633 ▲ 447

工業用水道事業 ２地域の立地企業へ供給 164 185 ▲ 21 3,031 1,558 1,473

水道事業 県内６市に水道用水を供給 1,823 1,685 138 129 1,092 ▲ 963

宅地造成事業 ２カ所の工業団地造成事業を実施 7 8 ▲ 1 0 24 ▲ 24

病院事業
県立２病院を運営
　・県立中央病院：一般病床等 679床
　・県立こころの医療ｾﾝﾀｰ：精神病床 242床

21,095 21,412 ▲ 317 3,735 4,916 ▲ 1,181

　　　　　　　区分
事業名

概　　　要
収益的収支 資本的収支
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（単位：百万円）　　

1 （財）しまね海洋館 H 9. 4 100 100.0% 773 ▲ 3 ▲ 7 1,030 90 940 「島根県立しまね海洋館」の管理運営等

2 （公財）ふるさと島根定住財団 H 4. 9 417 100.0% 941 ▲ 3 ▲ 3 2,235 87 2,148 若年層の県内就職とＵ・I ターンの促進に関する事業

3 （財）しまね女性センター H10.10 112 89.2% 145 4 3 184 11 173 「島根県立男女共同参画センター」の管理運営と男女共同参画の推進等

4 （公財）しまね自然と環境財団 H 3. 7 133 92.5% 446 ▲ 1 ▲ 1 240 48 192 「島根県立三瓶自然館」ほか自然公園施設の管理運営等

5 （財）島根県文化振興財団 H 9. 3 200 100.0% 1,230 ▲ 74 ▲ 74 1,521 256 1,265 「島根県民会館」ほかの管理運営と文化事業の実施等

6 （公財）しまね国際センター H 1.11 1,288 78.6% 88 ▲ 19 ▲ 9 1,643 25 1,618 国際交流・国際協力に関する活動の支援等

7 （公財）島根県障害者スポーツ協会 S54. 5 255 78.4% 41 ▲ 1 ▲ 3 261 3 258 障害者スポーツ競技会の開催および選手の強化・育成等

8 （公財）島根県みどりの担い手育成基金 H 5. 3 1,728 88.4% 94 ▲ 48 ▲ 48 1,788 39 1,749 林業担い手育成・確保および福利厚生に関する事業等

9 （社）島根県林業公社 S40. 6 450 50.0% 1,419 ▲ 49 10 83,127 59,686 23,441 分収造林契約等による森林の造成、育成等

10 （財）くにびきメッセ H 3. 9 809 63.7% 269 ▲ 4 ▲ 4 1,216 97 1,119 産業交流施設の管理運営、コンベンションの誘致支援等

11 （公財）しまね産業振興財団 H 11.3 146 100.0% 1,895 ▲ 86 ▲ 86 3,696 2,668 1,028 産業構造の高度化、新産業の育成等に関する事業

12 〔特〕島根県土地開発公社 S48. 4 30 100.0% 1,165 15 15 13,779 11,377 2,402 公共用地の取得、管理、処分および宅地造成事業等

13 〔特〕島根県住宅供給公社 S40.12 10 100.0% 1,895 3 7 12,139 7,329 4,810 積立分譲住宅、宅地開発、賃貸住宅事業等

14 （公財）島根県建設技術センター　　　　 H 8. 3 100 100.0% 200 ▲ 4 ▲ 4 551 94 457 建設技術に関する研修事業、リサイクルヤード運営等

15 （公財）島根県暴力追放県民センター H 4. 5 429 70.0% 19 0 0 443 1 442 暴力団員による不当行為の相談、被害者救援等

16 （公財）島根県環境管理センター H 4. 3 224 31.2% 897 147 143 4,926 3,533 1,393 産業廃棄物最終処分場の設置、運営等

17 （公財）しまね農業振興公社 S45. 8 229 0.4% 1,448 ▲ 4 ▲ 3 4,066 3,280 786 農地保有合理化等、農業構造改善に資する事業

　※公営法人会計を適用する団体の収支計算には、土地・建物の購入等固定資産の取得に係る収支費目を含んでいる。

設立

時期

貸借対照表（Ｂ／Ｓ）

総収益又は

当期収入額

合　　　　計

「島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例」に基づき経営評価を行っている団体等の23年度決算の状況

資産合計

損益計算書（Ｐ／Ｌ）

当期利益

（損失）又は

当期収支差額

県出資等

割　　　合

団　体　名　称
基本財産の額

（H24.3.31現在）

経常利益

（損失）又は

当期正味

財産増加

（減少）額

業務概要資本合計又

は正味財産
負債合計

外郭団体の状況

14

・「島根県が出資する法人の健全な運営に関する条例」を設置し、各団体の経営評価を実施

・各団体の自己評価と県の評価を議会に報告しており、財務情報等の経年分析や団体の方向性等を整理・公表
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２４年度一般会計予算の概要
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(億円)

経済対策を実施
H21： 83億円

H22：257億円
H23：263億円

予算規模の推移

・２４年度一般会計当初予算 ５,２７７億円（ 対前年比 ▲45億円、▲0.9％ ）

15
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［公債費］

［発行額］

(臨時財政対策債を除く）

元金 632

利子等 108

■発行額を上回る元金償還額
（臨時財政対策債を除く）

発行額 369億円

元金償還額 632億円

発行額－元金償還額
▲263億円

369億円

740億円

県債発行額及び公債費の状況

16

・発行額を公債費以下に抑制することにより、プライマリーバランスの黒字化を実現

（臨時財政対策債を除く）

・また、財政調整に必要な基金残高を有していることから、行政改革推進債や退職手当債

といった、将来の財源を担保とした県債を発行せずに予算編成を実施
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起債運営について



島根県

17

県債資金調達の推移

・長期的・安定的資金確保のため、18年度から全国型市場公募債を導入
・全国型市場公募債は、発行額を増やしながら継続して発行

民間資金内訳(23年度)

地元金融機関引受
〔 従来方式 〕

【新発債】
20年債  80億円
10年債 125億円

 
【借換債】

10年債　100億円

全国型市場公募債
〔 23年度 〕

【新発債】

 10年債　100億円
  5年債　100億円

【借換債】

5年債　200億円

44 85 48 47 31 20 21 11 7 7

10
20 20 30 100 100 100

200 200 200

200

810

457

355
421 421

331

866

679 511 512 467

142 166

205

26

32

0 1
1

253
133

100

547

859

802

936
827

875

287

188

123 86
115

584

566

328

1,401 1,401

1,205

1,404

1,289
1,226 1,199

929

734 719 704

1,190

1,072 1,040

0

200
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600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３

政府資金・地方公共団体金融機構

市中銀行・その他金融機関(借換債)

市中銀行・その他金融機関(新発債)

市場公募債(借換債)

市場公募債(新発債)

その他（国の予算貸付など）

（億円）

住民参加型市場公募債

(Ｈ14)10億円 (Ｈ15)20億円
(Ｈ16)20億円 (Ｈ17)30億円

■ 借入先別県債発行額の推移

全国型市場公募債

(Ｈ18～Ｈ20)100億円
(Ｈ21～Ｈ22)200億円

(H23)400億円

※借換債含む
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銀行団（８） 証券団（１５）

山陰合同銀行  大和証券

みずほコーポレート銀行  SMBC日興証券

新生銀行  野村證券

みずほ銀行  みずほ証券

三井住友銀行  東海東京証券

島根県信用農業協同組合連合会  三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券

日本海信用金庫  みずほインベスターズ証券

ゆうちょ銀行  岩井コスモ証券

 岡三証券

 モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券

 ゴールドマン・サックス証券

 あおぞら証券

 SMBCフレンド証券

 JPモルガン証券

 丸三証券

　　島根県平成２４年度公募公債引受シンジケート団 編成表

Ｈ１８～Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

発行額 １００億円 ２００億円 ２００億円 ２００億円 ２００億円

発行月 １１月 １１月 １１月 １１月 3月

年　 限
5年満期
一括償還

5年満期
一括償還

10年満期
一括償還

5年：100億
10年：100億
一括償還

5年満期
一括償還

形　 態
シ団引受

方式
シ団引受

方式
シ団引受

方式
シ団引受

方式
シ団引受

方式

Ｈ２３

発　行　実　績

発行額 ２００億円 １００億円

発行月 １１月 3月

年　 限
５年：100億

１０年：100億
一括償還

５年満期
一括償還

形　 態
シ団引受

方式
シ団引受

方式

Ｈ２４　発行計画

全国型市場公募地方債の発行

18
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財政改革の取組
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　◆ 財政健全化指針（平成14年12月策定)

○ 計画期間　平成15～17年度

　◆ 中期財政改革基本方針（平成16年10月策定）

○ 計画期間　平成16～18年度

　＜改革の成果＝収支改善額 309億円＞

   ・行政の効率化・スリム化 100億円 … 総人件費の抑制、内部管理経費の縮減 など

   ・事務事業の見直し・削減 149億円 … 公共事業費の縮減 など

   ・財源の確保など　  　　　60億円 … 新たな地方税の導入、執行段階での節減 など

　◆ 財政健全化基本方針（平成19年10月策定）

○ 計画期間　平成20～29年度（うち集中改革期間　平成20～23年度）

　◆ 今後の財政健全化の取組み方針（平成24年3月策定）

○ 計画期間　平成24～29年度（うち経過監視期間　平成24～25年度）

○ 構造的収支不足 200億円台後半のうち、200億円程度を解消

○ 集中改革期間後も定員削減の計画的な実施などにより更に収支の改善

 　を図り､概ね10年後において､130億円程度の基金を確保した上で収支

 　均衡を達成

財政構造改革に向けた取組

19
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「財政健全化基本方針」集中改革期間の取組

20

集中改革期間（平成20～23年度）の最終年度の財政健全化の取組実績

　◆平成２３年度の収支改善目標：200億円程度　→　実績：214億円 

 　 ① 行政の効率化・スリム化 〔収支改善目標:90億円程度→実績:73億円〕

○ 総人件費の抑制、組織の見直し　・・・職員定員削減、給与カットの継続

○ 外郭団体・公の施設の見直し　・・・団体のスリム化、施設の廃止・譲渡など

○ 内部管理経費の縮減　など

　　② 事務事業の見直し 〔収支改善目標:50億円程度→実績:60億円〕

○ 公共事業費の縮減　・・・19年度予算比▲30%まで削減

○ 一般的な施策経費　・・・19年度予算比▲50%まで削減

○ 施設の維持管理経費など経常的な経費・・・19年度予算比▲10%まで削減

○ その他、義務的な経費、任意性の高い経費を問わず、徹底した歳出の

 　削減を実施

　　③ 財源の確保 〔収支改善目標:70億円程度→実績:81億円〕

○ 県税収入の確保（課税自主権の活用）

　　・・・水と緑の森づくり税、産業廃棄物減量税、核燃料税　など

○ 県有財産の売却や有効活用の促進 ・・・未利用財産の売却、特定目的基金の活用など

○ 執行段階での徹底した節減による確保　など
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「今後の財政健全化の取組み方針」（24年3月）

21

平成20年度から平成23年度までの集中改革期間の取組み実績を土台とし、

当面の２か年間を、今後の県の財政運営を見極めるための「経過監視期間」

として位置づけ、国の動向等に注視しながら財政健全化に取り組む

　◆経過監視期間における具体的取組　〔平成25年度の取組み目安　80億円〕 

 　 ① 行政の効率化・スリム化 〔平成25年度の取組み目安　5億円〕

○ 内部管理事務改革の実施
　・平成23年度に総務事務センターを設置し経理事務や旅費事務の集中処理化を実施

　　今後も給与事務をはじめとした事務処理の効率化を図る

○ 総人件費の抑制
  ・職員定数の削減

　　　平成14年度を起点として平成29年度に1,500人程度の削減

  ・給与の縮減

　　　知事：給与の20%減額、副知事：給与の15%減額、一般職：管理職手当の10～12.5%減額

○ 組織等の見直し、内部管理経費の見直し、公の施設等の見直し　など
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　　② 事務事業の見直し 〔平成25年度の取組み目安　5億円〕

○ 特別な需要に基づく経費

　・年度間変動の大きい建物の改修や設備の更新などについて個別に見直しを実施

○ 義務的な経費

　・義務的な経費について個別に内容の再点検や見直しを実施

　・企業会計・特別会計について事業毎に合理化・効率化を図り一般会計負担のあり方を検討

　・新規県債の発行抑制や繰上償還の実施などにより公債費を抑制

○ その他

　・新たな施設の建設事業については原則行わない

　　③ 財源の確保 〔平成25年度の取組みの目安　70億円〕

○ 県税収入の確保（課税自主権の活用）

○ 執行節減等決算段階での財源の確保

　・執行段階での徹底した節減や予算を上回る歳入の確保

○ 県有財産の売却や有効活用の促進　など

「今後の財政健全化の取組み方針」（24年3月）

22



島根県

今後の財政見通し(一般会計ベース)〔収支見込額〕

23

「財政健全化基本方針」に基づく取組により、収支は２９年度に均衡

２４～２５年度は「今後の財政健全化の取組み方針」に沿った改革を実施
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財政健全化基本方針で想定した改革実施後の収支見通し

実績（２４年度については実績見込み）
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今後の財政見通し(一般会計ベース)〔年度末基金残高〕

一定程度の規模の基金を確保しつつ改革を推進

24
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地方債残高の推計(臨財債除き)
億円

今後の財政見通し(一般会計ベース)〔公債費･地方債残高〕

・公共事業の縮減など、健全化に向けた取組により、地方債については新規分の発行をできる限り抑制

・併せて繰上償還の実施等により後年度負担を軽減

・これらの取組により臨時財政対策債を除く通常債の公債費・地方債残高は着実に縮小する見込み
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（単位：億円）

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

改革前の収支見通し 902 876 811 801 813 810

財政健全化基本方
針で想定した改革実
施後

902 876 810 799 810 802

実績（24年度につい
ては当初予算）

931 959 891 850 768 740

公債費の推計（臨財債除き）
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島根県

重点配分した主な事業

◆ ものづくり・IT産業の振興
○ しまねのものづくり産業活性化プロジェクト 3.7億円（対前年 ＋0.5億円）

・ものづくり企業の技術力の強化や人材育成、新規取引先の開拓、新分野への進出等を支援

○ しまねIT産業振興事業 1.5億円（対前年 ±0.0億円）
・県内企業のＲｕｂｙを活用した先駆的なシステム開発や自社固有の製品・サービスの開発、顧客企業と一体となった新ビジネスモデル開発を支援

◆ 自然が育む資源を生かした産業の振興、観光の振興
○ 将来の農林水産業を支える技術開発プロジェクト 0.3億円（対前年  皆 　 増）
　 ・ブドウやメロン等の新品種開発、宍道湖・中海の環境対策と資源活用術の開発など、将来を見据えた先導的な研究開発

○ 神々の国しまねプロジェクト 12.0億円（対前年＋1.2億円）
・平成24年は古事記編さん1300年、平成25年は出雲大社の60年に一度の大遷宮であり、県・市町村・民間団体等が一体となり観光誘客事業を実施

◆ 雇用・定住の促進、医療の確保
○ ふるさと島根定住推進事業 5.0億円（対前年 ＋0.4億円）

・市町村や関係団体が連携したＵＩターンを促進するため、交流体験事業、職業・住居確保等の施策を強化

○ 地域医療再生計画事業 38.2億円（対前年 ＋23.3億円）
・医療従事者の確保やドクターヘリの導入などのマンパワー不足を補うための体制の整備

「活力ある島根」の実現に向けた施策の推進

・財政健全化へ向けた取組を強力に推進する一方、「活力ある島根」の実現に向けて、

安全・安心な県民生活や県の将来的な発展などのために真に必要な施策については、

重点的に予算を配分
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島根県

活力ある島根へ！！～本県の特色ある事業展開～
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島根県

問い合わせ先

■島根県総務部財政課予算第三グループ

〒690-8501 松江市殿町１番地

TEL 0852-22-6868 ／ FAX 0852-22-6264

e-mail zaisei@pref.shimane.lg.jp

■ホームページ
http://www.pref.shimane.lg.jp/zaisei/
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